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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第54期第２四半期累計期間及び第53期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、

希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第54期

第２四半期 
累計期間 

第54期
第２四半期 
会計期間 

第53期

会計期間 

自平成21年
３月21日 

至平成21年 
９月20日 

自平成21年
６月21日 

至平成21年 
９月20日 

自平成20年
３月21日 

至平成21年 
３月20日 

売上高（千円）  6,549,143  3,697,745  13,778,469

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 479,297  220,483  △546,918

四半期（当期）純利益（千円）  416,093  258,901  179,469

持分法を適用した場合の投資利益

又は投資損失（△）（千円） 
 △2,425  76  2,418

資本金（千円） －  787,100  787,100

発行済株式総数（千株） －  4,880  4,880

純資産額（千円） －  11,653,769  11,309,617

総資産額（千円） －  17,261,460  18,365,327

１株当たり純資産額（円） －  2,424.99  2,316.42

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 85.91  53.71  36.78

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  53.69  －

１株当たり配当額（円）  15.00  15.00  30.00

自己資本比率（％）  －  67.5  61.6

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 2,064,508 －  3,410,245

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 471,439 －  △640,987

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △2,578,079 －  △718,068

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－  2,795,382  2,876,853

従業員数（人） －  308  298

2009/10/29 18:05:5409591249_第２四半期報告書_20091029180529



当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。  

  

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

提出会社の状況 

（注）従業員数は、就業人員（嘱託含む）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員含む）

は、当第２四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

      

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年９月20日現在

従業員数（人） 308 ( ) 22
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(1）生産実績 

 当第２四半期会計期間の生産実績を事業の区分に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．生産金額は実際原価に基づいて算出しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．同一品目であっても複数の用途に用いられることもありますので、生産実績については用途別に示すこ

とが困難であるため、その主要製法別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．生産金額は実際原価に基づいて算出しております。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）製品・原材料仕入実績 

 当第２四半期会計期間の製品及び原材料の仕入実績を区分に示すと以下のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注の状況 

 当社は見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

第２【事業の状況】

１【生産、仕入及び販売の状況】

区 分 
当第２四半期会計期間

（自 平成21年６月21日 
至 平成21年９月20日） 

ジルコニウム化合物（千円）  2,208,041

その他（千円）  163,126

合計（千円）  2,371,168

製法別 
当第２四半期会計期間

（自 平成21年６月21日 
至 平成21年９月20日） 

湿式工程品（千円）  2,072,022

乾式工程品（千円）  124,137

溶液品（千円）  111,662

セシウム品（千円）  63,346

合計（千円）  2,371,168

 区 分 
当第２四半期会計期間

（自 平成21年６月21日 
至 平成21年９月20日） 

原材料   

ジルコニウム化合物（千円）  435,929

その他（千円）  373,262

小計（千円）  809,192

仕入製品   

ジルコニウム化合物（千円）  93,671

その他（千円）  211,071

小計（千円）  304,742

合計（千円）  1,113,934
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(4）販売実績 

 当第２四半期会計期間の販売実績を区分、用途別に示すと、次のとおりであります。 

  

 用途別販売実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当第２四半期会計期間の主要な輸出先及び輸出販売高並びに割合は、次のとおりであります。 

なお、（ ）内は販売実績に対する輸出販売高の割合であります。 

３．当第２四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次の

とおりであります。 

区 分 
当第２四半期会計期間

（自 平成21年６月21日 
至 平成21年９月20日） 

ジルコニウム化合物（千円）  3,245,254

その他（千円）  452,490

合計（千円）  3,697,745

用途別 
当第２四半期会計期間

（自 平成21年６月21日 
至 平成21年９月20日） 

触媒（千円）  2,344,467

耐火物・ブレーキ材（千円）   409,541

電子材料・酸素センサー（千円）   384,250

ファインセラミックス（千円）  317,728

その他（千円）  241,757

合計（千円）  3,697,745

輸出先 
当第２四半期会計期間

（自 平成21年６月21日 
至 平成21年９月20日） 

 割合（％） 

欧州（千円）      583,779      35.9

北米（千円）      541,238      33.2

アジア（千円）      437,685      26.9

その他（千円）      65,512      4.0

合計（千円） 
     1,628,215      

 

100.0

    （ %）     44.0

相手先 金額（千円）  割合（％） 

㈱キャタラー       412,405      11.2
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当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、直前の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。 

  

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。    

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

(1）業績の状況  

 当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融・経済危機の影響による景気後退には底入れの兆し

が見え始めたものの、厳しい雇用情勢から個人消費が低迷を続けており、企業の設備投資も低水準に止まることか

ら、先行きに不透明感が拭えない厳しい状況で推移いたしました。当社の主要顧客であります自動車・電子部品・

鉄鋼等の業界でも、前事業年度第４四半期の大幅減産による在庫調整の後、今期に入り生産は回復傾向にあります

が、その水準は未だ非常に低い位置にとどまっております。 

 このような状況の下、世界的な自動車生産の回復に伴い、自動車排ガス浄化触媒材料・酸素センサー素子材料・

ブレーキ材料等の販売は回復傾向が顕著なものの、売上高は前年同期比でマイナスの結果となりました。電子部品

材料・耐火物等その他の用途につきましては、その回復力は弱く、売上高は前年同期比で大きく減少する結果とな

りました。 

  一方、昨年度まで継続的に実施して来た生産能力の増強投資により、生産能力には余力があるため、設備投資を

極力抑制し、経費面では少数精鋭による効率的生産による労務費圧縮、無駄な費用の徹底した排除等の経費削減努

力を継続して行い、収益の確保に努めました。 

 これらの結果、当第２四半期会計期間の業績は、売上高3,697百万円、営業利益252百万円、経常利益220百万

円、当期純利益258百万円となりました。 

(2）財政状態の分析  

  当第２四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末比1,103百万円減少しました。これは主に、受取手形

及び売掛金の増加（1,434百万円）があったものの、現金及び預金の減少（△81百万円）、たな卸資産の減少

（△1,312百万円）及び固定資産の減少（△749百万円）等によるものであります。 

 当第２四半期会計期間末における負債は、前事業年度末比1,448百万円減少しました。これは主に、支払手形及

び買掛金の増加（394百万円）、未払法人税等の増加（237百万円）及び賞与引当金の増加（194百万円）があった

ものの、短期借入金の減少（△1,850百万円）及び長期借入金の減少（△534百円）等によるものであります。 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3）キャッシュ・フローの状況  

 当第２四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前四半期会計期間末に比べ

421百万円増加し、2,795百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期会計期間における営業活動の結果、得られた資金は1,071百万円となりました。これは主に売上

債権の増加（△1,092百万円）はあったものの、税引前四半期純利益（576百万円）、減価償却費（360百万

円）、減損損失（290百万円）、賞与引当金の増加（264百万円）、たな卸資産の減少（619百万円）、仕入債務

の増加（295百万円）及び法人税等の還付額（219百万円）等によるものであります。 

 なお、当第２四半期累計期間における営業活動の結果、得られた資金は2,064百万円となりました。これは主

に、売上債権の増加（△1,447百万円）はあったものの、税引前四半期純利益（846百万円）、減価償却費（720

百万円）、減損損失（290百万円）、賞与引当金の増加（194百万円）、たな卸資産の減少（1,312百万円）、仕

入債務の増加（348百万円）及び法人税等の還付額（214百万円）等によるものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期会計期間における投資活動の結果、得られた資金は563百万円となりました。これは主に、有形

固定資産の取得(△138百万円）があったものの、補助金収入（700百万円）等によるものであります。 

 なお、当第２四半期累計期間における投資活動の結果、得られた資金は471百万円となりました。これは主

に、有形固定資産の取得(△234百万円）及び貸付けによる支出 （△3百万円）があったものの、補助金収入

（700百万円）等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期会計期間における財務活動の結果、1,175百万円の資金の減少となりました。これは主に、短期

借入金の減少（△750百万円）、長期借入金の減少（△315百万円）、配当金の支払（△8百万円）及び自己株式

の取得（△101百万円）によるものであります。 

  なお、当第２四半期累計期間における財務活動の結果、2,578百万円の資金の減少となりました。これは主

に、短期借入金の減少（△1,850百万円）、長期借入金の減少（△534百万円）、配当金の支払（△72百万円）及

び自己株式の取得（△120百万円）によるものであります。 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題  

 当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。 

(5）研究開発活動 

当第２四半期会計期間の研究開発費の総額は244百万円であります。なお、当第２四半期会計期間において、当

社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

(6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

当第２四半期会計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期会計期間において、重要な設備の新設、除却等の計画について、重要な変更はありません。また、

新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 平成20年８月22日取締役会決議 

（注） ※１ 当社が株式分割（株式の無償割当てを含む）又は株式併合を行う場合、次の算式により目的である株式

の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていな

い新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果1株未満の端数が生じた場合は、これ

を切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 また、上記のほか、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは合理的な範囲で当社

は必要と認める株式数の調整を行う。   

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  19,520,000

計  19,520,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年９月20日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年10月30日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  4,880,000  4,880,000
東京証券取引所 

（市場第二部） 

単元株式数 

100株  

計  4,880,000  4,880,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成21年９月20日） 

新株予約権の数（個）  795

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）※１  79,500

新株予約権の行使時の払込金額（円）  2,015

新株予約権の行使期間 
自 平成22年9月21日 

至 平成25年9月20日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※２、３ 

発行価格    

資本組入額 

 

 

2,015

1,008

新株予約権の行使の条件       ※４ 

新株予約権の譲渡に関する事項     ※５、６ 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項       ※７ 

2009/10/29 18:05:5409591249_第２四半期報告書_20091029180529



※２ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以

下、「行使価額」という。）に新株予約権１個当たりの目的となる株式の数を乗じた金額とする。 

行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引

が成立しない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を

乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げるものとする。ただし、当該金額が新株予約権割当日の終

値（割当日の終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

なお、割当日後に下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された行使価額に新株予約権1

個当たりの目的である株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使価額は、１円未満の端数を切り

上げる。 

①当社が株式分割又は株式併合を行う場合   

②当社が時価を下回る価額で募集株式を発行（株式の無償割当てによる株式の発行及び自己株式を交付す

る場合を含み、新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び当社の普通株式に転換で

きる証券の転換による場合を除く）する場合 

  ただし、算式中の既発行株式数は、上記の株式の発行の効力発生日の前日における当社の発行済株式

総数から、当該時点における当社の保有する自己株式の数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場

合、「新規発行株式数」を「処分する自己株式の数」に読み替えるものとする。 

※３ 新株予約権の行使により株券を発行する場合において増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

①新株予約権の行使により株券を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第1項

に従い計算される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果1円未満の端数が生じたときは、

その端数を切り上げるものとする。 

②新株予約権の行使により株券を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

※４ 新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社

の取締役、監査役及び従業員のいずれかの地位にあることを要する。 

②新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。 

③その他の条件については、本取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定めるところによる。 

※５ 新株予約権の取得に関する事項 

①当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換契約書、又は当社が分割会社とな

る会社分割についての分割計画書・分割契約書について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない会

社分割の場合は取締役会決議）がなされたとき、並びに株式移転の議案につき株主総会の決議がなされ

たときは、当社は新株予約権の全部を無償にて取得することができる。 

②新株予約権者が、※４に定める規定に基づく新株予約権の行使の条件を満たさず、新株予約権を行使で

きなくなった場合、もしくは新株予約権者が死亡した場合は当社はその新株予約権を無償にて取得する

ことができる。 

③その他の取得事由及び取得条件については、別途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

※６ 新株予約権の譲渡制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要するものとする。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

2009/10/29 18:05:5409591249_第２四半期報告書_20091029180529



※７ 組織再編行為時における新株予約権の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移

転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生

の時点において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、そ

れぞれの場合につき、会社法第236条第1項8号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」

という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残

存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件

に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交

換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

①交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、前記※１に準じて決定する。 

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、前記※２で定められる１株当たり行使価額を調整して得られる再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じ

た額とする。 

⑤新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権の行使期間（自 平成22年9月21日 至 平成25年9月20日）の初日と組織再編行為の効力発生

日のうち、いずれか遅い日から新株予約権の行使期間（自 平成22年9月21日 至 平成25年9月20日）の

新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。 

⑥新株予約権の行使により株券を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

前記※３に準じて決定する。 

⑦新株予約権の譲渡制限 

譲渡による取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。 

⑧新株予約権の取得に関する事項 

前記※５に準じて決定する。 

⑨その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。  

  

該当事項はありません。  

  

  

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年６月21日～ 

平成21年９月20日  
 －  4,880,000  －  787,100  －  1,194,589
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（注）１．上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

       日本マスタートラスト信託銀行株式会社    173,700株 

２．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、平成21年７月７日付の大量保有報告書(変更報告書)の

写しの送付があり、平成21年６月29日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社

として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができておりません。 

    なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。 

（５）【大株主の状況】

  平成21年９月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 國部 克彦  大阪府吹田市  296,000  6.07

 第一稀元素化学工業従業員持株会  大阪市住之江区平林南１丁目６番３８号  206,600  4.23

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社 
 東京都港区浜松町２丁目１１番３号  174,600  3.58

 岩谷産業株式会社  大阪市中央区本町３丁目４－８  172,200  3.53

 井上 純子  大阪府高槻市  162,000  3.32

 井上 剛  大阪府高槻市  151,300  3.10

 國部 恭一郎  大阪府吹田市  140,000  2.87

 國部 智之  大阪府吹田市  132,000  2.70

 浅見 智信  京都市右京区  108,000  2.21

 梅本 禎親  奈良県奈良市  100,000  2.05

計 －  1,642,700  33.66

氏名又は名称  住所  
所有株式数 

（株）  

発行済株式 

総数に対する 

所有株式数 

の割合(％) 

 三菱ＵＦＪ投信株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  170,400  3.49

 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内二丁目７番１号  30,000  0.61

計     200,400  4.11
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①【発行済株式】 

平成21年９月20日現在 

  

②【自己株式等】 

平成21年９月20日現在 

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであり、平成21年３月21日から平成21年９月20日

までの株価について記載しております。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】

区分  株式数（株）   議決権の数（個）  内容  

 無議決権株式 － － － 

 議決権制限株式（自己株式等） － － － 

 議決権制限株式（その他） － － － 

 完全議決権株式（自己株式等）  
 （自己保有株式） 

 普通株式      78,500
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  4,800,600  48,006 － 

 単元未満株式 普通株式     900 － － 

 発行済株式総数  4,880,000 － － 

 総株主の議決権 －  48,006 － 

所有者の氏名又は

名称  
所有者の住所  

自己名義所有株

式数(株)  

他人名義所有株

式数(株)  

所有株式数の合

計(株)  

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

第一稀元素化学工業

株式会社 

大阪市住之江区平

林南1-6-38  
 78,500  －  78,500  1.61

計 －  78,500  －  78,500  1.61

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  760  1,093  1,665  1,830  2,820  2,890

最低（円）  650  650  1,010  1,370  1,528  2,350

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」

（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第６条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間（平成21年６月21日から平成

21年９月20日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年３月21日から平成21年９月20日まで）に係る四半期財務諸

表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成21年９月20日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月20日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,795,382 2,876,853

受取手形及び売掛金 3,464,330 ※2  2,029,451

製品 1,091,331 1,578,608

仕掛品 1,043,126 948,139

原材料及び貯蔵品 606,339 1,526,816

未収還付法人税等 － 211,366

その他 1,091,779 1,274,784

貸倒引当金 △1,148 △878

流動資産合計 10,091,142 10,445,141

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,855,836 1,938,836

機械及び装置（純額） 2,776,527 3,578,643

土地 986,025 986,025

その他（純額） 367,649 447,078

有形固定資産合計 ※1  5,986,039 ※1  6,950,584

無形固定資産 252,932 287,895

投資その他の資産   

その他 931,347 681,707

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 931,345 681,705

固定資産合計 7,170,317 7,920,185

資産合計 17,261,460 18,365,327

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 576,521 182,219

短期借入金 750,000 2,600,000

1年内返済予定の長期借入金 814,148 960,148

未払法人税等 237,091 －

賞与引当金 336,900 142,132

その他 474,920 528,847

流動負債合計 3,189,581 4,413,347

固定負債   

長期借入金 1,852,000 2,240,574

その他 566,109 401,788

固定負債合計 2,418,109 2,642,362

負債合計 5,607,690 7,055,709
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成21年９月20日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月20日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 787,100 787,100

資本剰余金 1,194,589 1,194,589

利益剰余金 9,650,685 9,307,792

自己株式 △120,886 －

株主資本合計 11,511,488 11,289,481

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 132,117 14,663

評価・換算差額等合計 132,117 14,663

新株予約権 10,163 5,472

純資産合計 11,653,769 11,309,617

負債純資産合計 17,261,460 18,365,327
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年３月21日 
 至 平成21年９月20日) 

売上高 6,549,143

売上原価 5,032,061

売上総利益 1,517,081

販売費及び一般管理費 ※1  1,035,611

営業利益 481,470

営業外収益  

受取利息 740

受取配当金 5,713

助成金収入 65,243

その他 17,723

営業外収益合計 89,420

営業外費用  

支払利息 23,596

為替差損 66,808

その他 1,188

営業外費用合計 91,592

経常利益 479,297

特別利益  

補助金収入 657,802

特別利益合計 657,802

特別損失  

減損損失 ※2  290,604

特別損失合計 290,604

税引前四半期純利益 846,495

法人税、住民税及び事業税 225,902

法人税等調整額 204,500

法人税等合計 430,402

四半期純利益 416,093
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【第２四半期会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間 
(自 平成21年６月21日 
 至 平成21年９月20日) 

売上高 3,697,745

売上原価 2,859,638

売上総利益 838,106

販売費及び一般管理費 ※1  585,940

営業利益 252,166

営業外収益  

受取利息 377

受取配当金 2,755

助成金収入 24,097

その他 14,322

営業外収益合計 41,552

営業外費用  

支払利息 10,700

為替差損 61,608

その他 925

営業外費用合計 73,234

経常利益 220,483

特別利益  

補助金収入 646,661

特別利益合計 646,661

特別損失  

減損損失 ※2  290,604

特別損失合計 290,604

税引前四半期純利益 576,540

法人税、住民税及び事業税 223,344

法人税等調整額 94,294

法人税等合計 317,638

四半期純利益 258,901
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年３月21日 

 至 平成21年９月20日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 846,495

減価償却費 720,201

減損損失 290,604

賞与引当金の増減額（△は減少） 194,768

前払年金費用の増減額（△は増加） 26,398

貸倒引当金の増減額（△は減少） 270

受取利息及び受取配当金 △6,453

支払利息 23,596

為替差損益（△は益） 39,340

補助金収入 △657,802

売上債権の増減額（△は増加） △1,447,574

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,312,766

未払消費税等の増減額（△は減少） 94,814

その他の資産の増減額（△は増加） △20,976

仕入債務の増減額（△は減少） 348,710

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） 93,793

その他の負債の増減額（△は減少） 7,295

小計 1,866,248

利息及び配当金の受取額 6,453

利息の支払額 △23,055

法人税等の還付額 214,862

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,064,508

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △234,599

投資有価証券の取得による支出 △840

貸付けによる支出 △3,800

貸付金の回収による収入 2,024

補助金収入 700,000

その他 8,654

投資活動によるキャッシュ・フロー 471,439

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,850,000

長期借入金の返済による支出 △534,574

自己株式の取得による支出 △120,886

配当金の支払額 △72,618

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,578,079

現金及び現金同等物に係る換算差額 △39,340

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △81,471

現金及び現金同等物の期首残高 2,876,853

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,795,382
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該当事項はありません。 

  

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期累計期間

（自 平成21年３月21日 
至 平成21年９月20日） 

  

１．たな卸資産の評価方法  当第２四半期会計期間末のたな卸高の算

出に関しては、実地たな卸を省略し、前事

業年度末の実地たな卸高を基礎として合理

的な方法により算出しております。 

 また、たな卸資産の簿価切下げに関して

は、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを

行う方法によっております。  

  

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末 
（平成21年９月20日） 

前事業年度末 
（平成21年３月20日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

  

  

11,598,989

        

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、10,920,259千円

であります。 

※２ 期末日満期手形  

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当期末日が金

融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期

末残高に含まれております。  

  

受取手形  107千円 

（四半期損益計算書関係）

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年３月21日 
至 平成21年９月20日） 

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

※２ 減損損失  

当第２四半期累計期間において当社は以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しております。 

当社は減損損失の算定に当たり他の資産又は資産グ

ループのキャッシュ・フローを生み出す最小の単位に

よって資産グループ化を行っております。 

当第２四半期累計期間において、一部の生産設備を

当初の予定よりも早期に処分することを決定したこと

に伴い、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少

額を減損損失（290,604千円）として特別損失に計上

しております。 

なお、上記資産グループの生産設備は当社独自の設

備であり、汎用性がなく売却価額が測定できないた

め、回収可能価額を０として算定しております。 

運賃荷造費 104,755千円 

給与  137,575千円 

賞与引当金繰入額  73,295千円 

退職給付費用  22,004千円 

減価償却費 44,663千円 

研究開発費  419,511千円 

場所 用途 種類 
損失額 

(千円) 

大阪府 

大阪市  

  

生産設備 

  

建物  9,415

機械及び装置  265,593

器具備品   15,594
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当第２四半期会計期間 
（自 平成21年６月21日 
至 平成21年９月20日） 

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

※２ 減損損失  

当第２四半期会計期間において当社は以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しております。 

 当社は減損損失の算定に当たり他の資産又は資産グ

ループのキャッシュ・フローを生み出す最小の単位に

よって資産グループ化を行っております。 

 当第２四半期会計期間において、一部の生産設備を

当初の予定よりも早期に処分することを決定したこと

に伴い、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少

額を減損損失（290,604千円）として特別損失に計上

しております。 

 なお、上記資産グループの生産設備は当社独自の設

備であり、汎用性がなく売却価額が測定できないた

め、回収可能価額を０として算定しております。 

運賃荷造費 58,373千円 

給与  68,057千円 

賞与引当金繰入額  58,487千円 

退職給付費用  11,683千円 

減価償却費 22,319千円 

研究開発費  244,679千円 

場所 用途 種類 
損失額 

(千円) 

大阪府 

大阪市  

  

生産設備 

  

建物  9,415

機械及び装置  265,593

器具備品   15,594
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当第２四半期会計期間末（平成21年９月20日）及び当第２四半期累計期間（自 平成21年３月21日 至 平成21

年９月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び総数 

３．新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権  

４．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度の開始の日から当第２四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当第２四半期会計期間の末日後となるもの 

  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年３月21日 
至 平成21年９月20日） 

 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月20日）  

   

現金及び預金勘定  2,795,382千円

預入期間が３ヶ月を超えるもの －  

現金及び現金同等物  2,795,382千円

  

（株主資本等関係）

普通株式  4,880,000株  

普通株式  78,500株  

新株予約権の四半期会計期間末残高 10,163千円

決議    株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日  効力発生日  配当の原資

平成21年６月18日

定時株主総会  
普通株式   73,200  15.00 平成21年３月20日 平成21年６月19日 利益剰余金

決議    株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日  効力発生日  配当の原資

平成21年10月23日

取締役会  
普通株式   72,022  15.00 平成21年９月20日 平成21年11月24日 利益剰余金
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当第２四半期会計期間末（平成21年９月20日現在） 

 事業の運営において重要なものであり、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変動がみとめられる有価証券

はありません。 

  

当第２四半期会計期間末（平成21年９月20日現在） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。  

  

  

当第２四半期会計期間（自 平成21年６月21日 至 平成21年９月20日） 

１．ストック・オプションに係る当第２四半期会計期間における費用計上額及び科目名 

２．当第２四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容 

該当事項はありません。 

  

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

  
当第２四半期累計期間

（自 平成21年３月21日 
至 平成21年９月20日） 

持分法を適用した場合の投資損失の金額（千円）  2,425

  
当第２四半期会計期間

（自 平成21年６月21日 
至 平成21年９月20日） 

関連会社に対する投資の金額（千円）  17,500

持分法を適用した場合の投資の金額（千円）  25,715

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円）  76

（ストック・オプション等関係）

売上原価  1,224千円

販売費及び一般管理費  1,121千円 

計  2,345千円 
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。    

  

平成21年10月23日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………72,022千円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………15円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年11月24日 

（注） 平成21年９月20日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

（１株当たり情報）

当第２四半期会計期間末 
（平成21年９月20日） 

前事業年度末 
（平成21年３月20日） 

１株当たり純資産額 2,424.99円 １株当たり純資産額 2,316.42円

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年３月21日 
至 平成21年９月20日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年６月21日 
至 平成21年９月20日） 

１株当たり四半期純利益金額 85.91円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記

載しておりません。  

１株当たり四半期純利益金額 53.71円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
53.69円

  
当第２四半期累計期間

（自 平成21年３月21日 
至 平成21年９月20日） 

当第２四半期会計期間
（自 平成21年６月21日 
至 平成21年９月20日） 

１株当たり四半期純利益金額      

四半期純利益（千円）  416,093  258,901

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  416,093  258,901

期中平均株式数（株）  4,843,543  4,820,800

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  1,205

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要 

            

 

  

－

            

 

  

－

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年10月30日

第一稀元素化学工業株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 佐 藤 陽 子  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 和田林 一毅   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一稀元素化学工

業株式会社の平成21年３月21日から平成22年３月20日までの第54期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年６月21日か

ら平成21年９月20日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年３月21日から平成21年９月20日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行

った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、第一稀元素化学工業株式会社の平成21年９月20日現在の財政状態、同日をもっ

て終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第2四半期累計期間のキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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